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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。  
３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお
りません。  

回次 
第126期 

第３四半期連結 
累計期間 

第127期 
第３四半期連結 
累計期間 

第126期 
第３四半期連結 
会計期間 

第127期 
第３四半期連結 
会計期間 

第126期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 
至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
４月１日 
至平成21年 
12月31日 

自平成20年 
10月１日 
至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 
至平成21年 
12月31日 

自平成20年 
４月１日 
至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  21,760  23,211  7,601  8,647  31,314

経常利益（百万円）  608  581  319  331  886

四半期（当期）純利益（百万円）  333  1,111  172  998  492

純資産額（百万円） － －  16,509  22,094  16,458

総資産額（百万円） － －  29,747  37,722  30,583

１株当たり純資産額（円） － －  567.59  598.64  566.11

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円） 

 11.55  38.47  5.96  34.58  17.06

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円） 

 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  55.1  45.8  53.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 448  1,092 － －  1,164

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △412  △1,896 － －  218

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △136  1,834 － －  △190

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

－ －  3,988  6,275  5,245

従業員数（人） － －  900  1,011  900
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。なお、平成21年12月１日付で株式会社東芝との計器事業の統合会社である東光東芝メーターシ
ステムズ株式会社（事業の種類別セグメントの区分は電気機械器具関連事業であります。）を設立しております。  

 当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．特定子会社に該当します。 

２．有価証券届出書提出会社であります。 

３．議決権に対する所有割合については直接所有であります。  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

名称 住所 資本金 
（百万円） 主要な事業の内容 

議決権の所有割合 
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 
  
東光東芝メーターシ
ステムズ㈱ 
（注）１．２ 

東京都 
港区  480

電力・ガス・水
道向け等の計器
事業 

 51.0

電気機械器具関連事業
の製品の取引を行って
おります。また、当社
所有の建物を賃借して
おります。 
役員の兼任等 ６人  

４【従業員の状況】 
(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出
向者を含む就業人員であり、臨時従業員等の人員数は［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員
を外数で記載しております。 

２ 上記のほか受け入れている派遣社員の当第３四半期連結会計期間の平均人員は203人であります。 
３ 従業員数が当第３四半期連結会計期間において110人増加した主な理由は、平成21年12月１日付で連結子会
社東光東芝メーターシステムズ株式会社（事業の種類別セグメントの区分は電気機械器具関連事業でありま
す。）を設立したことに伴い、株式会社東芝から計器事業を承継したことなどによるものであります。  

  
(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時従業員
等の人員数は［ ］内に当第３四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

２ 上記のほか受け入れている派遣社員の当第３四半期会計期間の平均人員は85人であります。 

  

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 1,011  [359]

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 678  [258]
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(1）生産実績 
 当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１ セグメント間取引については相殺消去しております。 
２ 金額は販売価格で表示しております。 
３ 生産高は、不動産賃貸事業の賃貸料収入を含んでおりません。 
４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注実績 
 当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１ セグメント間取引については相殺消去しております。 
２ 金額は販売価格で表示しております。 
３ 受注高は、不動産賃貸事業の賃貸料収入を含んでおります。 
４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(3）販売実績 
 当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１ セグメント間取引については相殺消去しております。 
２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％） 

電気機械器具関連事業  8,674  +21.3

その他の事業  328  △26.0

合計  9,003  +18.5

事業の種類別 
セグメントの名称 

受注高 受注残高 

金額（百万円） 前年同四半期比（％） 金額（百万円） 前年同四半期比（％） 

電気機械器具関連事業  6,971  +28.2  5,492  +13.0

その他の事業  1,240  +50.5  1,129  △4.9

合計  8,212  +31.2  6,621  +9.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％） 

電気機械器具関連事業  7,937  +16.8

その他の事業  710  △12.0

合計  8,647  +13.8

相手先 

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

販売高 
（百万円） 割合（％） 販売高 

（百万円） 割合（％） 

東京電力株式会社  5,404  71.1  5,805  67.1

２【事業等のリスク】 
 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

３【経営上の重要な契約等】 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
(1)業績の状況 
 当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日～平成21年12月31日）におきましては、当社と株式会社東芝との計
器事業の統合会社（東光東芝メーターシステムズ株式会社）を平成21年12月１日付で設立し、連結の範囲に含めてお
ります。 
 当第３四半期連結会計期間につきましては、東光東芝メーターシステムズ株式会社を連結の範囲に含めたことなど
により、売上高8,647百万円（前年同四半期比13.8％増）の増収となり、利益につきましても営業利益350百万円（前
年同四半期比10.9％増）、経常利益331百万円（前年同四半期比3.7％増）と増益になりました。また、東光東芝メー
ターシステムズ株式会社の設立に伴う持分変動利益805百万円を特別利益に計上したことにより、四半期純利益998百
万円（前年同四半期比480.0％増）と増益になりました。 
 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
[電気機械器具関連事業] 
 電気機械器具関連事業では東光東芝メーターシステムズ株式会社を連結の範囲に含めたことなどにより、事業全体
の売上高は7,937百万円（前年同四半期比16.8％増）、営業利益は273百万円（前年同四半期比46.8％増）となりまし
た。 
[その他の事業] 
 その他の事業では内線工事などの売上の減少により、事業全体の売上高は710百万円（前年同四半期比12.0％
減）、営業利益は77百万円（前年同四半期比40.3％減）となりました。 

  
 所在地別セグメントの業績につきましては、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えるた
め、記載を省略しております。 

  
(2)財政状態及びキャッシュ・フローの状況 
 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、東光東芝メーターシステムズ株式会社を連結の範囲に含めたことによ
り、37,722百万円（前連結会計年度末比7,139百万円増）となりました。 
 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、東光東芝メーターシステムズ株式会社へ出資する際に現金20億円を借
入金で調達したことなどにより15,628百万円（前連結会計年度末比1,504百万円増）となりました。また、純資産合
計は東光東芝メーターシステムズ株式会社に係る少数株主持分の計上などにより、22,094百万円（前連結会計年度末
比5,635百万円増）となりました。 

  
 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は6,275百万円となり、第２四半期連結会計期
間末に比較して430百万円の増加（前年同四半期末比2,287百万円の増加）となりました。   
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは売上債権の増加、賞与の支払などがあり
ましたものの、税金等調整前四半期純利益の計上、仕入債務の増加、減価償却費などがそれらを上回り、150百万円
の収入超過（前年同四半期比202百万円の収入増）となりました。 
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは東光東芝メーターシステムズ株式会社の
設立に伴う支出15億円や生産設備更新のための設備投資などにより、1,629百万円の支出超過（前年同四半期比1,520
百万円の支出増）となりました。 
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払などがありましたものの、
東光東芝メーターシステムズ株式会社へ出資する際に現金20億円を借入金で調達したことにより、1,924百万円の収
入超過（前年同四半期比1,959百万円の収入増）となりました。 
   
(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
(4)研究開発活動 
 当第３四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、239百万円であります。 
 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 
 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却
等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計
画はありません。  
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。  

該当事項はありません。  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  29,040,000  29,040,000
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数
は、1,000株で
あります。 

計  29,040,000  29,040,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年10月１日～
平成21年12月31日 

 ―  29,040,000  ―  1,452  ―  527

（５）【大株主の状況】 
   大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。  
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載
することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま
す。  
①【発行済株式】 

（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式589株が含まれております。 

  
②【自己株式等】 

 （注） 当第３四半期会計期間末日現在の当社保有の自己株式数は、178,223株であり、発行済株式総数に対する
所有株式数の割合は0.61％であります。  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

（６）【議決権の状況】 

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     157,000
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式      28,594,000  28,594 ― 

単元未満株式 普通株式       289,000 ― 
一単元(1,000株）未満の
株式  

発行済株式総数  29,040,000 ― ― 

総株主の議決権 ―  28,594 ― 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 
（％） 

(自己保有株式)           

東光電気株式会社 
東京都千代田区有楽町 
一丁目７番１号 

 157,000  －  157,000  0.54

計 ―  157,000  －  157,000  0.54

２【株価の推移】 

月別 平成21年 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円）  225  247  308  509  550  619  577  500  481

最低（円）  205  205  235  262  458  509  494  400  406

３【役員の状況】 
 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。
 役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役専務取締役 
営業副本部長兼設備事業本部長 

代表取締役専務取締役 
営業副本部長  勝又 淳旺 平成21年12月１日 
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第５【経理の状況】 
１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。     

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から
平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半
期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期
連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、明治監査法人に
よる四半期レビューを受けております。  
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 6,355 5,335 
受取手形及び売掛金 ※  6,935 5,952 
商品及び製品 1,993 732 
仕掛品 2,541 1,461 
原材料及び貯蔵品 2,814 2,215 
その他 357 536 
流動資産合計 20,998 16,234 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 15,255 15,246 
減価償却累計額 △7,627 △7,322 

建物及び構築物（純額） 7,628 7,924 
その他 11,894 11,680 
減価償却累計額 △9,205 △9,245 

その他（純額） 2,689 2,435 

有形固定資産合計 10,317 10,360 
無形固定資産   
のれん 1,366 － 
その他 448 398 
無形固定資産合計 1,815 398 

投資その他の資産   
投資その他の資産 4,601 3,591 
貸倒引当金 △10 △2 

投資その他の資産合計 4,590 3,589 

固定資産合計 16,724 14,348 

資産合計 37,722 30,583 
負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 4,134 4,321 
短期借入金 2,170 1,860 
未払法人税等 14 370 
賞与引当金 371 702 
その他 1,637 1,277 
流動負債合計 8,328 8,533 

固定負債   
長期借入金 1,690 － 
修繕引当金 517 430 
退職給付引当金 4,151 4,142 
役員退職慰労引当金 46 124 
その他 895 894 
固定負債合計 7,300 5,591 

負債合計 15,628 14,124 
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 1,452 1,452 
資本剰余金 527 527 
利益剰余金 15,018 14,066 
自己株式 △72 △60 

株主資本合計 16,925 15,984 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 345 362 
為替換算調整勘定 6 6 
評価・換算差額等合計 351 369 

少数株主持分 4,816 104 
純資産合計 22,094 16,458 

負債純資産合計 37,722 30,583 
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 21,760 23,211 
売上原価 18,023 19,121 
売上総利益 3,737 4,090 
販売費及び一般管理費 ※  3,155 ※  3,427 

営業利益 582 662 
営業外収益   
受取利息 7 1 
受取配当金 31 26 
受取保険金 7 11 
雑収入 32 14 
営業外収益合計 80 53 

営業外費用   
支払利息 19 19 
たな卸資産廃棄損 2 73 
為替差損 23 25 
雑支出 8 15 
営業外費用合計 53 134 

経常利益 608 581 
特別利益   
固定資産売却益 0 1 
持分変動利益 － 805 
特別利益合計 0 806 

特別損失   
固定資産除却損 35 38 
投資有価証券評価損 0 10 
会員権評価損 2 － 

特別損失合計 38 49 

税金等調整前四半期純利益 570 1,339 
法人税、住民税及び事業税 47 60 
法人税等調整額 189 150 
法人税等合計 237 211 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 17 
四半期純利益 333 1,111 
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【第３四半期連結会計期間】 
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 7,601 8,647 
売上原価 6,248 7,084 
売上総利益 1,352 1,562 
販売費及び一般管理費 ※  1,036 ※  1,212 

営業利益 315 350 
営業外収益   
受取利息 2 0 
受取配当金 10 8 
受取保険金 0 1 
雑収入 9 1 
営業外収益合計 22 12 

営業外費用   
支払利息 6 7 
たな卸資産廃棄損 0 0 
為替差損 8 15 
雑支出 3 7 
営業外費用合計 19 31 

経常利益 319 331 
特別利益   
固定資産売却益 0 0 
持分変動利益 － 805 
特別利益合計 0 805 

特別損失   
固定資産除却損 26 2 
投資有価証券評価損 － 2 
会員権評価損 2 － 

特別損失合計 28 4 

税金等調整前四半期純利益 290 1,132 

法人税、住民税及び事業税 △13 △6 
法人税等調整額 131 135 
法人税等合計 117 128 
少数株主利益 1 4 
四半期純利益 172 998 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 570 1,339 
減価償却費 896 862 
のれん償却額 － 23 
固定資産売却損益（△は益） △0 △1 
固定資産除却損 35 38 
投資有価証券評価損益（△は益） 0 10 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 8 
修繕引当金の増減額（△は減少） 88 86 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △124 9 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △77 
受取利息及び受取配当金 △39 △28 
支払利息 19 19 
持分変動損益（△は益） － △805 
売上債権の増減額（△は増加） 843 752 
たな卸資産の増減額（△は増加） △1,499 △551 
仕入債務の増減額（△は減少） 163 △187 
未払金の増減額（△は減少） 13 △4 
未払消費税等の増減額（△は減少） 51 △69 
未払費用の増減額（△は減少） △112 97 
前受金の増減額（△は減少） 178 200 
預り金の増減額（△は減少） 85 77 
賞与引当金の増減額（△は減少） △405 △331 
その他 9 20 
小計 774 1,489 
利息及び配当金の受取額 38 28 
利息の支払額 △18 △18 
法人税等の支払額 △346 △407 

営業活動によるキャッシュ・フロー 448 1,092 
投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △40 △10 
定期預金の払戻による収入 10 10 
有形及び無形固定資産の取得による支出 △383 △395 
有形及び無形固定資産の売却による収入 0 1 
投資有価証券の売却による収入 0 － 
事業譲受による支出 － △1,500 
貸付けによる支出 － △3 
貸付金の回収による収入 0 0 
その他 0 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △412 △1,896 
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 46 － 
長期借入れによる収入 － 2,000 
配当金の支払額 △180 △153 
その他 △2 △11 

財務活動によるキャッシュ・フロー △136 1,834 

現金及び現金同等物に係る換算差額 20 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81 1,030 

現金及び現金同等物の期首残高 4,069 5,245 
現金及び現金同等物の四半期末残高 3,988 6,275 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事
項の変更 

(1)連結の範囲の変更 
 当第３四半期連結会計期間より、東光東芝メーターシステムズ株式会社を新たに設
立したため、連結の範囲に含めております。 
 なお、東光東芝メーターシステムズ株式会社の子会社であるティー・エム・ティー
株式会社につきましては、総資産、売上高、四半期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等からみて、四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないため、連結の範囲及び持分法の適用範囲から
除外しております。  
(2)変更後の連結子会社の数 
 ４社 

２．会計処理基準に関する
事項の変更 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりま
したが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）
及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成
19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間
に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果
の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比
例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 
 この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

【簡便な会計処理】 

  
  
  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

法人税等並びに繰延税金資
産及び繰延税金負債の算定
方法 

 税金費用については、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定して
法人税等の納付税額を算定しております。 

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

 ※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい
ては、手形交換日をもって決済処理しております。な
お、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休
日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手
形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

   
 ＿＿＿＿＿ 

  
  

受取手形 百万円71   
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（四半期連結損益計算書関係） 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。  

(1）給料手当 1,107百万円 
(2）賞与引当金繰入額 95  
(3）運送費・荷造費 337  
(4）減価償却費 170  
(5）退職給付費用 134  

(1）給料手当 1,133百万円 
(2）賞与引当金繰入額 107  
(3）運送費・荷造費 340  
(4）減価償却費 168  
(5）退職給付費用 149  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。  

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。  

(1）給料手当 303百万円 
(2）賞与引当金繰入額 95  
(3）運送費・荷造費 111  
(4）減価償却費 59  
(5）退職給付費用 47  

(1）給料手当 316百万円 
(2）賞与引当金繰入額 107  
(3）運送費・荷造費 104  
(4）減価償却費 59  
(5）退職給付費用 52  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 4,078百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △90  
現金及び現金同等物 3,988  

 

現金及び預金勘定 6,355百万円 
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △80  
現金及び現金同等物 6,275  

（株主資本等関係） 
当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至
平成21年12月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数 

  
２．自己株式の種類及び株式数 

  
３．新株予約権等に関する事項 
 該当事項はありません。 
  
４．配当に関する事項 
  配当金支払額 

普通株式   千株 29,040

普通株式 千株 178

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日 
定時株主総会 

普通株式  86  3.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金 

平成21年10月29日 
取締役会 

普通株式  72  2.50 平成21年９月30日 平成21年12月１日 利益剰余金 

6921/2010年-17-



前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日） 

  
当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  
前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  
当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

  
電気機械器具
関連事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 計（百万円） 消去又は全社 （百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  6,793  807  7,601  －  7,601

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 29  3  33 (33)  －

計  6,823  810  7,634 (33)  7,601

営業利益  186  130  316 (0)  315

  
電気機械器具
関連事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 計（百万円） 消去又は全社 （百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  7,937  710  8,647  －  8,647

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 3  9  12 (12)  －

計  7,940  719  8,659 (12)  8,647

営業利益  273  77  351 (0)  350

  
電気機械器具
関連事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 計（百万円） 消去又は全社 （百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  19,191  2,569  21,760  －  21,760

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 173  10  183 (183)  －

計  19,365  2,579  21,944 (183)  21,760

営業利益  338  246  584 (2)  582

  
電気機械器具
関連事業 
（百万円） 

その他の事業 
（百万円） 計（百万円） 消去又は全社 （百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高                              

(1）外部顧客に対する売上高  21,283  1,928  23,211  －  23,211

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 12  28  40 (40)  －

計  21,295  1,956  23,252 (40)  23,211

営業利益  374  289  664 (2)  662
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 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業区分に属する主な製商品 
(1）電気機械器具関連事業……各種開閉器、各種変成器、配電用制御機器、セキュリティ監視制御装置、   

伝送システム機器、電力量計器修理、計器失効替工事 
(2）その他の事業………………電気設備工事、空調設備工事、光源機器、不動産賃貸事業 
３ セグメント別資産関連情報 
当第３四半期連結会計期間において、東光東芝メーターシステムズ株式会社を設立し、連結の範囲に含めた
ため、前連結会計年度末に比べ電気機械器具関連事業の総資産が増加しております。 

前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）  
 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えるため、記載を省略しております。 
  
当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  
 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えるため、記載を省略しております。  

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 
前第３四半期連結会計期間（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）  
 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 
  
当第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  
 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。  
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（企業結合等関係） 
当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 
  
パーチェス法の適用 
１．相手企業の名称及び取得した事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに
結合後企業の名称 
（1）相手企業の名称及び取得した事業の内容 

相手企業の名称  株式会社東芝 
取得した事業の内容 電力・ガス・水道向け等の計器事業 

（2）企業結合を行った主な理由 
  電力計器は、海外における電子化の加速や国内におけるオール電化の進展等に伴い、電子式計器の需要増加が見
込まれています。 
  このような中、当社と株式会社東芝は統合会社を設立し、両社の有する技術、ノウハウ等を統合することで、電
子式計器をはじめとする計量機器全般の効率的な製造・販売の仕組みを構築するとともに、お客さまニーズを踏ま
えた高品質かつ価格競争力の高い次世代計器の開発、安定供給と販売拡大を図って参ります。また、ガス、水道分
野及び一般産業向け計器事業の強化やスマートグリッドの議論が進んでいる海外市場への展開も視野に入れ、規模
と収益性の拡大を目指して参ります。 
  なお、統合会社の設立は以下の三段階の手続きにより行っております。 
① 諸準備を効率的に行うため、当社は事業統合に先立ち100％出資の子会社として東光メーター企画株式会社を
平成21年10月１日付で設立しました。東光メーター企画株式会社は設立に際し普通株式１株を発行し、当社に
割当てております。 

② 当社は、計器事業の一部を平成21年12月１日を効力発生日とする会社分割により、東光メーター企画株式会社
に承継させました。東光メーター企画株式会社は普通株式50株を発行し、当社に割当てております（①の１株
と合わせ、当社は東光メーター企画株式会社の普通株式51株を取得しております。）。 

③ 株式会社東芝は、電力・ガス・水道向け等の計器事業を平成21年12月１日を効力発生日とする会社分割によ
り、東光メーター企画株式会社に承継させました。東光メーター企画株式会社は普通株式49株を発行し、株式
会社東芝に割当てるとともに、商号を「東光東芝メーターシステムズ株式会社」に変更いたしました。  

（3）企業結合日 
平成21年12月１日 

（4）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称 
企業結合の法的形式 株式会社東芝を分割会社とし、東光メーター企画株式会社を承継会社とする吸収分割 
結合後企業の名称  東光東芝メーターシステムズ株式会社（東光メーター企画株式会社の商号変更後） 

２．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間
平成21年12月１日から平成21年12月31日まで 

３．取得した事業の取得原価及びその内訳 

４．交付した株式数及びその算定方法 
  東光メーター企画株式会社（東光東芝メーターシステムズ株式会社に商号変更しております。）は、会社分割に
際して普通株式49株を発行し、その全てを株式会社東芝に割当てるとともに、金銭15億円を株式会社東芝に交付い
たしました。 
  なお、当社及び株式会社東芝は、各々独自に依頼したファイナンシャル・アドバイザーによる本会社分割の事業
統合の対象となる計器事業全体の総合的価値評価を踏まえて慎重に協議を行い、会社分割に係る割当ての内容を上
記のとおりとすることに合意いたしました。 
５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 
（1）発生したのれんの金額 

1,390百万円 
のれんの金額は暫定的に算定された金額であります。  

取得の対価 東光メーター企画株式会社（東光東芝メ
ーターシステムズ株式会社に商号変更し
ております。）の普通株式49株 

5,500百万円

  金銭（現金） 1,500百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 42百万円

取得原価   7,042百万円
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（2）発生原因 
取得した事業の将来の収益力から発生したものであります。 

（3）償却方法及び償却期間 
合理的に見積った投資効果の発現する期間において均等償却しております。 

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四半期連結損益
計算書に及ぼす影響の概算額 
概算額の算定は困難であるため、記載しておりません。 

  
共通支配下の取引等 
１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む
取引の概要 
（1）対象となった事業の名称及びその事業の内容 

事業の名称 当社の計器事業 
事業の内容 主に計器用変圧変流器（VCT）に関する東京電力株式会社向け販売事業、組合せ計器にかかる検

定代弁事業など 
（2）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称 

企業結合の法的形式 当社を分割会社とし、東光メーター企画株式会社を承継会社とする吸収分割 
結合後企業の名称  東光東芝メーターシステムズ株式会社（東光メーター企画株式会社の商号変更後） 

（3）取引の目的を含む取引の概要 
  上記パーチェス法の適用「１．相手企業の名称及び取得した事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合
日、企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称 (2)企業結合を行った主な理由」をご参照下さい。 
２．実施した会計処理の概要 
  「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配
下の取引として処理しております。 
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 １．１株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
 ２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭598 64 １株当たり純資産額 円 銭566 11

  当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）        22,094  16,458

純資産の部の合計額から控除する金額 
（百万円）  4,816  104

（うち少数株主持分）  (4,816)  (104)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 
（百万円）        17,277  16,354

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）        28,861  28,888

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭11 55 １株当たり四半期純利益金額 円 銭38 47

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）    333    1,111

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）    333    1,111

期中平均株式数（千株）         28,897         28,886
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 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭5 96 １株当たり四半期純利益金額 円 銭34 58

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）    172    998

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）    172    998

期中平均株式数（千株）         28,894         28,881

（重要な後発事象） 

２【その他】 
平成21年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………72百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月１日 

 （注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行っております。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月13日

東光電気株式会社 

取締役会 御中 

明治監査法人 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 小 林 幹 夫  印 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 二階堂 博 文  印 

  業務執行社員   公認会計士 橋 本 純 子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東光電気株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東光電気株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月12日

東光電気株式会社 

取締役会 御中 

明治監査法人 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 堀 江 清 久  印 

  代表社員 
業務執行社員   公認会計士 細 屋 多一郎  印 

  業務執行社員   公認会計士 橋 本 純 子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東光電気株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東光電気株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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